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学位論文内容の要旨

  本研究は、国際マーケティング戦略の影響要因を日韓輪出企業の実証研究によって

解明することを目指したものである。

  近年の世界経済は過去にない厳しいものになっており、実際に国内市場に限りのあ

る日韓両国は、開拓すべき市場を海外に求めなければならない。また、両国はそうし

た努カを続けて巻ている。しかも、資源に限界のある日韓両国が従来どおり、もしく

はそれ以上の成長をはかるためには国際競争カの強い企業を育てていかなければなら

ない。また、諸外国からの市場開放圧カに充分対応できる国内市場を構築することも

必要になる。

  第2次世界大戦後日韓両国は、激しく変化を繰り返す世界経済情勢のなかで高度成長

を続けてきた。その背景に1ま両国の輪出企業による国際マーケティング戦略の成果が

かなり影響を与えていると思われる。

  国際マーケティ´ングは、大きく分けて次のニつの形態に分類される。一っは、米国

のように大規模な国内市場をもつ企業が国内マーケティングをそのまま海外市場に拡

大適用する場合である。もうーっの形態は、ヨーロッパ諸国の企業のように国内市場

が狭小のため市場の存在を海外に求める場合である。本研究の対象国として取り上げ

られた日本と韓国は経済環境条件から後者に相当する。

  一般的な企業の海外進出は間接輸出、直接輪出、海外現地生産というプロセスをた

どる。一企業の国際マーケティング能カが本格的に問われるようになるのは直接輸出

もしくは海外現地生産段階っまり、グ口ーバル・マーケティングを行う時点であると

いえる。製造業育成、輸出奨励などを国の経済政策としてかかげ高度成長を果たした

日韓両国の輪出企業は、グローバル化を目指す企業の新しい存在であるといえる。ま

た、両国共に市場開放を求める強い要求に応じていくためにも国内市場の流通機構の

整備・強化がこれまでにない重点課題となっている。

  したがって本研究は、日韓の国内の流通機構の比較分析、日韓輸出製造企業におけ
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る輸出競争カの決定要因の比較分析、日韓総合商社におけるマーケティング戦略の比

較分析、海外進出国における日韓企業の流通経路戦略の比較分析等に主眼点をおいて

行っている。

  本論文の構成及び結果の要約は以下のようである。

序章

  本研究は、日韓企業の国際マーケティング戦略を次の4点の比較分析により解明す

ることを目的とする。

1．日韓の国内流通機構の比較分析

2．日韓輪出製造企業における輪出競争力決定要因の比較分析

3．日韓総合商社におけるマーケティング戦略の比較分析

4．海外進出国における日韓企業の流通経路戦略の比較分析

第2章日本と韓国の国内流通機構の比較分析

  日韓の流通機構は、ともに小売は零細であるが、卸売の段階と流通の系列化に相違

が認められる。なお、韓国の場合、近年急速に小売部門の生産性を高めている。

第3章日本と韓国の輸出企業の輸出競争力決定要因分析

  輸 出 実績 に 影 響 を 及 ぼし てい る要因 は日 韓と もに流 通経 路で ある 。

日本の場合には、輸出額が小さい企業は高い収益を実現し、輪出額が大きい企業｜ま高

い成長を実現している。一方、韓国の場合には、市場集中と流通経路開発による非価

格 競 争 を 展 開 し 、 高 い 収 益 を 実 現 し て い る 企 業 が 一 般 的 で あ る 。

第4章日本と韓国の総合商社の経営比較分析

  日本の総合商社は貿易商社から脱皮し、三国問貿易をもっぱら展開し発展している。

これら総合商社の成長性、安定性、収益性はいずれも高く均衡のとれた経営を行って

いる。

  日本の総合商社を参考にして設立された韓国の総合商社は、輸出だけでなく輸入や

国内取引を重視した活動を展開している。両国の総合商社はこのような異なる歴史的

背 景 を 有 し な が ら も 、 と も に 国 際 流 通 経 路 戦 略 を 重 視 し て い る 。

第5章海 外進 出国 におけ る日 本と 韓国 の企業 の流 通経 路戦 略の比較分析

  米国のカラーテレビ市場における日韓企業の流通経路に関する調査結果は、次のよ

うに要約される。

  流通経路戦略は、日韓の相違というよりは各企業のマーケティング能カによって異

なっている。例えば、三洋電機、松下電器産業、三星電子等は低価格のOEII戦略を主

に採用している。一方、SONY、GOLDSTAR等は独自の流通経路を確保しながらグローバ

ル・マーケティング戦略を展開している。成果の面では後者の方が前者より高くなっ

ている。
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．第6章結び

    本研究の意義は次の2点である。

  1．マーケティング戦略のうち、流通経路戦略の重要性を日韓輪出企業の比較分析よ

    り明らかにした。

  2．海外進出企業の流通経路戦略は、当該企業の本国市場におけるマーケティング能

    カによって規定されることを明らかにした。
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学位論文審査の要旨

学 位 論 文 題 名

「国際マーケティング戦略に関する比較研究

一日本と韓国の輸出企業を中心に―」

  本論文は、6っの章から構成され、邦文ワープロA4版153ページ(400字詰め原稿用紙

換算460枚）に取りまとめられている。

  本論文は、生産、流通段階で輸出を積極的に推進している日韓両国企業の国際マー

ケティング戦略の比較実態調査分析であり、特に、外国市場という場における、両国

企業のマーケティング戦略上の特性は、どのようなものであるか、の検討を試みた意

欲的な研究である。

  一方で、ヒト、モノ、カネ、情報がボーダーレス化する現代にあって、各国企業とも

グローバル戦略ないし国際マーケティング戦略の重要性は増している。このような

実態に対して、研究の上からは、「国際マ―ケティング」や「比較マーケティング」とい

った分野を中心に解明が進められている。こうしたとき、二国間比較ではあるが，国

家的には輸出を、また製造業を中心に企業サイドからは海外戦略を第1に掲げ、成功

してきている日韓両国の企業の競争戦略、とりわけマーケティング戦略の特性を比

較 研究する ことには、実態面、研究面の両面から大きな意義が認められる。

  本論文の要旨は、以下の通りである。

  序章では、本研究を、4っの課題に分けて検討していくことが示される。現代の企．

業活動は、流通活動なくして成立し得ない。輸出企業の活動や戦略においても国内

外の流通機構とそれを前提とする流通活動が影響を及ぼしているということから、

最初に、(1)日韓両国内の流通機構の特性を明らかにする。次いで-(2)両国の輸出製

造企業における輸出競争カの決定要因比較を行う。また、輸出となると商社機能が
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重要性を帯びるが、(3)日韓総合商社のマーケティング戦略比較を試みる。そして最

後に、両国輪出企業の(4)外国市場進出時の流通経路戦略比較を行うとしている。

    こうして、第2章で1ま、本論文の根底に横たわる、両国の流通機構の特性が検討され

る。一般に、一国の流通機構は、多くの産業・企業から成り立ち、その結び付きは複雑

多岐な流通経路となって現れるが、その意味で各国によってきわめて特徴あるもの

になる。李氏1ま、日韓両国企業の比較例として、今日、マーケティングの先端を走つ

ている流通企業、とりわけ卸・小売企業に焦点を当て、歴史的な生成発展状況をも踏

まえつつ、商業生産性など各種指標比較により、これまでにない、いくっかの新しい

特性を見いだしている。例えば、売り場面積当たり従業員1人当たり年間販売額にお

いて、日本では、面積規模に関係なく一定であるが、韓国では、ある一定の面積を超え

ると（大規模化すると）、この指標は下がり、すなわち、売り場面積効率1ま悪くなる、な

どである。

  第3章において、上記のような流通機構に存する、日韓両国企業の生産段階におけ

る輸 出 マー ケ テ ィン グ戦 略がどうな っている のかの実 態調査分 析を行う 。

  輸出マーケティング戦略に関する文献研究の検討から、5個の輸出関連要因をとり

あげ、それらと「収益性ならびに成長性」との関連度合いを見るものである。調査対

象に輸出比率50xを超える企業（サ―ビス業を除く）を選び、そのうち日本（121社）、韓

国(81社）に対して、アンケート調査（郵送、面接、電話インタビュー併用）を実施する。

主要な結果の1例として、以下のようなものを得ている。

  日本の輸出企業では、(a)マーケティング活動に専念しているほうが、収益性は高

い、(b)輸出規模拡大志向と成長性の関連の高さが見られる、(c)大企業による高成

長と中小企業による高収益性、などが示された。韓国の輸出企業は、(a)輸出対象地

域や市場集中戦略と収益性に高い関連が見られた、(b)輸出額の大きさと流通経路戦

略にカを注いでいる企業は成長性も高い、などであった。

  第4章は、卸売業として輸出ないし海外戦略に大きな役割を果たしていると考えら

れる総合商社の経営比較である。日本の9大総合商社と韓国の7大総合商社を選び、

直接面接方式を取り入れ、商社の生成と商社経営戦略分析の両面より考察する。こ

の場合、日、米、韓における商社研究の綿密なサーベイを行い、7個の「商社戦略要因変

数 」 を と り あ げ 、 成 長 性 、 安 定 性 、 収 益 性 指 標 と の 関 連 性 を 調 べ る 。

  その結果、（i）日本の総合商社は、商社本来の機能のみならず（輸出商社を脱皮して

いる）、技術、情報システムを持った、3国問貿易を中心とする「国際的な総合的情報企

業」に変身している。また、韓国の総合商社は、1975年に政府の輸出振興策の一環と

して、日本の商社をモデルに設立されている。現在、総売上高の約8096を輸出に依存

しているが、それは財閥グループの商事部門としての輸出機能を果たしている結果

である。その意味で、輪出商社の段階にあり、今後は3国間貿易商社として発展して
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いくかどうかが問題となる。（む）日本においては、製品多様化係数の高い商社は、輸

出額年平均成長率も高い。また、百万ドル以上の輸出国数が多いほど、総売上高利益

率（収益性）は低い。韓国の商社では、輸出品目数が多くなると、収益性は高くなって

いる。

  そして、第5章では、外国市場において、両国企業のマーケティング戦略に相違が出

るかどうかが検討される。上記のような、流通機構の特性の上に築かれた製造業、卸・

小売業などの日韓両企業のマ―ケティング戦略や競争戦略が、外国市場においては

どのように現れるかの解明である。この問題は、具体的なケースで検討される。

日韓両国企業にとって主たる輸出品目であるカラーテレビを取り上げ、その輸出相

手国である米国におけるカラーテレビの販売に当たって、両国企業がどのような流

通経路戦略を取っているかを分析する。取り上げられた企業は、第3章の対象企業に

含まれている。その結果、日韓という国家間の差異というよりは、本国におけるマー

ケティング能カに規定された企業別の特徴が示された。一方、分析の制約より、日韓

両企業による差異性と自国の流通機構との関連性を問うまでには至らなかった。

  最後に第6章は、これまでの諸結果の要約と今後の検討課題を列記する。

  以上のような要旨によって構成されている本論文にっいて、審査委員会の評価は、

以下のとおりである。

  (1)第2章の流通実態比較（主として韓国側の実態）、第3章、第4章は、それぞれ1個

の論文としても、完成度の高いものになっている。

  (2)日韓の流通機構および国際マーケティング戦略比較として、これだけの実態調

査分析は、過去見当たらない。本論文で得られた新しい諸結果は、マーケティング戦

略や国際マーケティング分野において大きな意義を有するものと評価される。

  (3)問題の性格上、課題の解明には、文献研究のみならず、既存資料、アンケート調

査、直接面接等による膨大なデータの解析が必要となるが、李氏は統計学的手法を駆

使して分析に当たっており、この研究分野の重要性に鑑みて、今後ー層の活躍が期待

できる。

  しかしながら、審査委員会では、いくっかの今後の研究に対する指摘もなされてい

る。第2章における流通機構や構造など環境条件とそれに続く章の企業分析との関

連性の一層の明確化、生産一国内流通―外国市場進出マーケティング戦略の関連実証

分析（輸出企業の追跡調査）、第5章の継続的研究（外国市場数、品目数を増やす）の必

要性，などである。こうした点に関しては、李氏も十分自覚しており、今後精力的に

解決に向けて努カして行くものと考えられる。
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  以上の所見を総合して、提出された本論文は、執筆者の自立した研究者としての資

格と能カを確認するに十分値するものと、審査委員全員の合意を得た。

  本審査委員会は、本論文を博±’（経営学）の学位授与に値するものと判断した。
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